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(57) Abstract: [Problem] T o provide a seal ring having both
low-friction characteristics and low-leakage characteristics,
that improves drive loss in an automatic transmission, and
that i s capable of contributing to improved fuel consumption
in an automobile. [Solution] A plurality of recessed sections,
which are separated in the peripheral direction of a shaft via
pillar sections, are formed in a seal ring, which i s mounted to
a shaft groove formed in the outer peripheral surface of the
shaft, in at least the inner peripheral side of the seal ring side
surface in contact with the shaft groove. End sections on
both sides of the recessed sections in the peripheral direction
are configured by an aperture section comprising a curved
surface protruding towards the pillar section. In addition, the
depth (h) of the deepest section having the greatest width in
the shaft direction of the recessed sections i s set in a range of
2-17, when the width m the shaft direction of the seal ring i s
100.

(57) 要 約 ： 【課 題 】 低 フ リク シ ョン特 性 と低
リー ク特 性 を併 せ もち、 自動 変速 機 の駆 動損 失
を改善 し自動車 の燃 費 向上 に貢 献 し得 る シー ル
リング を提供 す る。 【解決 手段 】 軸 の外周 面
に形成 され た軸 溝 に装着 され る シ一 ル リングの
少 な くと も軸溝 と接触 す る側 面 の 内周側 に、柱
部 を介 して周 方 向 に離 間 した複 数 の 凹部 を形 成

(B) す る 。 凹部 の 周 方 向 両 側 の 端 部 は 、 柱 部 に 向
か って 凸状 の 曲面 か らな る絞 リ部 で構 成 す る。
また、 凹部 の軸 方 向幅 の最 も大 きい最深 部 の深
さ h は、 シール リングの軸 方 向幅 を 1 0 0 と し

AA Direction of rotation て、 2 ~ 1 7 の範 囲に設定す る。
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明 細 書

発明の名称 ：シール リング

技術分野

[0001 ] 本発明は、シール リングに関 し、特 に、 自動車の自動変速機等の油圧機器

に用い られるシ一ル リングに関する。

背景技術

[0002] 近年、 自動車の燃費向上を図るため、 自動変速機の駆動損失の低減が求め

られている。 自動変速機 には、油圧シールを目的と してシール リングが装着

されるが、シ一ル リングのフ リクシ ヨンロスは自動変速機の駆動損失につな

がる。そのため、シール リングのフ リクシ ョンの低減が重要な課題 となって

いる。 また、 自動変速機のオイルポンプの容量は、駆動損失の中で大 きなゥ

エイ トを占めるため、シール リングか らのオイル漏れ量を低減 し、オイルポ

ンプを小容量化することが望 まれている。 このように、 自動変速機の駆動損

失を低減 し、 自動車の燃費を向上させるため、シール リングには低 フ リクシ

ョン及び低 リーク機能が要求されている。

図 1 にシール リングを用いた油圧回路の基本構造を示す。シール リング 1

は、軸 2 の外周面の油圧通路 3 の軸方向両側 に形成 された軸溝 （リング溝）

4 に装着 される。油圧通路 3 か ら供給 される作動油をシ一ル リングの受圧側

面 1 1 と内周面 1 2 で受け、シール リングの外周面 1 3 がハ ウジング 5 の内

面 と接触 し、シール リングの接触側面 1 4 が軸溝 4 の側面 と接触することに

より、油圧をシールする。一般的には軸 2 が回転 し、ハ ウジング 5 が固定さ

れるが、その逆の組み合わせもある。

[0003] シール リングのフ リクシ ョン （フ リクシ ョンロス）を低減するためには、

通常、摺動主体面 となるシ一ル リングの接触側面を リング溝 に押 し付ける受

圧荷重を低減する手法が採用されている。具体的には、シール リングの接触

側面 とリング溝 との間に供給油圧が作用する断面形状 を有するシ一ル リング

を採用 して、キャンセル荷重の作用により受圧荷重を低減 させている。



特許文献 1 には、シール リングの側面を、外周側から内周側に向かって軸

方向幅が小さくなるようなテ一パ形状とすることにより、シール リング側面

とリング溝との間にキャンセル荷重を発生させて、受圧荷重の低減を図る方

法が記載されている。側面テ一パ形状は、受圧荷重を大幅に低減することが

でき、現状で最もフリクションが小さいシール リングの形状として知られて

いる。

また、特許文献 2 には、図 2 ( A ) に示すように、少なくとも接触側面の

内周側に周方向に離間 して形成された凹部 （ポケット） 6 と凹部 6 間に配置

された柱部 7 を有するシール リングが記載されている。図 2 ( B ) 及び （C

) に示すように、凹部 6 は、内周方向に向かいシール リングの軸方向幅 （厚

さ）が薄 くなるように設けられた最深傾斜部 5 と、最深傾斜部 5 の周方

向両側に位置 し、隣接する柱部 7 の最も内周側の点に向かって収束する収束

部 5 2 からなる。この構成では、シール リングの回転により、凹部 6 内に満

たされた油を収束部 5 の斜面で絞 り込むことにより発生する揚力 6 0 と、

接触側面の凹部 6 に油圧が作用 し、押 し付け荷重を低減させる効果 （キャン

セル圧 6 1 ) によりフリクションが低減する。さらに、特許文献 2 のシール

リングでは、図 2 ( D ) に示すように、シール リングの側面がリング溝と面

で摺接するため、合口隙間の漏れ流路が形成されず、低 リーク特性が得 られ

る。

[0004] 特許文献 1 のシール リングでは、シール リングの側面とリング溝の摺接が

線接触となり、摺動径がシール リングの合口隙間上に位置するため、合口隙

間から油の漏れ （リーク）が発生するという問題がある。一方、特許文献 2

の凹部を採用することにより、フリクションは低減するが、特許文献 1 のシ

—ル リングには及ばず、さらなるフリクションの低減が求められている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特許第 3 4 3 7 3 2 号公報

特許文献2 ：W O 2 0 0 4 / 0 9 0 3 9 0



発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0006] 本発明は、上記事情に鑑みてなされたもので、低フリクション特性と低リ

ーク特性を併せもち、自動変速機の駆動損失を低減し、自動車の燃費向上に

貢献し得るシールリングを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] 上記目的に鑑み鋭意研究の結果、本発明者らは、接触側面の内周側に周方

向に離間して凹部が形成され、その間に柱部が配置されたシ一ルリングにお

いて、凹部の周方向両側の端部を柱部に向かって凸状の曲面からなる絞り部

で構成すると、油の絞り込みにより発生する揚力が増加しフリクションが低

減することを見出し、本発明を完成した。すなわち、本発明のシールリング

は、軸の外周面に形成された軸溝に装着されるシールリングであって、少な

くともシ一ルリングの接触側面の内周側に、柱部を介して周方向に離間した

複数の凹部が形成され、凹部の周方向両側の端部は、柱部に向かって凸状の

曲面からなる絞り部で構成されていることを特徴とする。

発明の効果
[0008] 本発明では、接触側面の内周側に柱部を介して周方向に離間した凹部を設

け、その凹部の周方向両側の端部を柱部に向かって凸状の曲面からなる絞り

部で構成する。柱部と凹部が緩やかなR形状で結ばれていることにより、油

の絞り効果が向上し、揚力が増加するため、フリクションを効果的に低減す

ることができる。また、本発明のシールリングでは、接触側面とリング溝側

面が面で接触するため、油の漏れも抑制できる。このように、本発明のシ一

ルリングは、低フリクション及び低リークの両特性を併せもっため、自動変

速機の駆動損失を効果的に低減することができる。

図面の簡単な説明
[0009] [ 図1] シ一ルリングが装着された油圧回路を示す断面図である。

[図2]特許文献 2 に記載のシールリングの構造を示す平面図 （A ) 、斜視図 （



B ) 、 凹部形状 を内周面か ら見た円周方向の直動展開図 （C ) 、及び特許文

献 2 に記載のシール リングが、 リング溝 に装着 された状態 を示す概略図 （D

) である。

[ 図3] 本発明のシール リングの一態様 を示す斜視図 （A ) 及び （A ) のシール

リングの凹部形状 を内周面か ら見た円周方向の直動展開図 （B ) である。

[ 図4] 本発明のシール リングの他の態様 を示す斜視図 （A ) ， ( B ) 及び （A

) のシール リングの接触側面のスキャン画像 （C ) である。

[ 図5] 本発明のシ一ル リングの合 口の一態様 を示す斜視図である。

[ 図6] フ リクシ ヨン測定装置 を示す概略図である。

[ 図7] 実施例 1 ~ 5 (·) 及び実施例 6 ~ 1 0 (■) のシール リングの最深部

深 さとフ リクシ ョンとの関係 を示すグラフである。

[ 図8] 内壁の長 さとフ リクシ ョンとの関係 を示すグラフである。

発明を実施するための形態

以下に本発明のシ一ル リングについて図面 を参照 して詳細 に説明する。

図 3 ( A ) に本発明のシール リングの斜視図を示 し、図 3 ( B ) には、 （

A ) のシール リングの内周面か ら見た円周方向の直動展開図を示す。なお、

以下の記載 において、上記展開図における直線部 を平面又は平坦面 といい、

曲線部 を曲面 という。本形態では、図 3 ( B ) に示すように、凹部 6 両端 は

柱部 7 に向か って凸状の曲面、すなわち、 内周面か ら見た円周方向の直動展

開図 （図 3 ( B ) ) において、上 に凸状の曲面か らなる絞 り部 2 0 で構成 さ

れ、柱部 7 と連結 している。 このように柱部 7 と凹部 6 が緩やかな傾斜曲面

で繋がれているため、特許文献 2 のシ一ル リングの凹部 6 形状 よ りさ らに絞

り効果が向上 し、揚力が増加 して、 フ リクシ ョンが低減する。 また、本形態

では、図 3 ( B ) に示すように、凹部 6 の中央 に側面 に平行な凹部 6 最深部

が形成 され、最深部 2 の両端か ら絞 り部 2 0 に向かい、最深部 2 に

向か って凸状の曲面、すなわち、図 3 ( B ) において下に凸状の曲面か らな

る斜面部 2 2 が形成 されている。 そ して、斜面部 2 2 と絞 り部 2 0 との境界

も緩やかな曲面で連結 されている。斜面部 2 2 をこのような構成 とすること



によ り、 よ り優れたフ リクシ ョン低減効果 を得 ることがで きる。 しか し、本

発明のシ一ル リングの斜面部 2 2 は、 このような曲面か らなる構成 に限定さ

れず、平面単独 と しても、平面 と曲面か らなる構成 と してもよい。

ここで、最深部 2 の深 さ h 、 すなわち最深部 2 の軸方向幅は、 シール

リングの軸方向幅 を 1 0 0 と して、 2 ~ 1 7 とするのが好 ま しく、 5 ~ 1 0

とするのがよ り好 ま しい。最深部 2 1 の深 さ h を、 この範囲に設定すること

によ り、 よ り優れたフ リクシ ョン低減効果が得 られる。

図 3 では、最深部 2 1 は、所定の周方向長 さを有 し、側面 と平行な平坦面

で形成 されているが、平坦面 を設 けない構成 とすることもで きる。すなわち

、凹部 6 の中央は、最深部 2 を含み、最深部 2 に向か って凸形状、すな

わち、図 3 ( B ) において下に凸状の 1 つの曲面か らなる斜面部 2 2 で構成

され、 この斜面部 2 2 の両側か ら柱部 7 までを、柱部 7 に向か って凸状、す

なわち、図 3 ( B ) において上 に凸状の曲面か らなる絞 り部 2 0 で連結 した

凹部 6 構成 とすることもで きる。但 し、 よ り優れたフ リクシ ョン低減効果 を

得 るためには、最深部 2 1 は、側面 と平行な平坦面で構成 されるのが好 ま し

い。 この場合、最深部の周方向の幅 b は、 1 個 の凹部 6 の周方向幅 a を 1 0

0 と して 2 ~ 2 0 とするのが好 ま しく、 8 ~ 1 6 とするのがよ り好 ま しい。

また、絞 り部 2 0 の R 曲面のダ レ長 さ c 、 すなわち、凹部 6 先端か ら絞 り

部 2 0 と斜面部 2 2 との境界 までの周方向幅は、凹部 6 片側の傾斜部の周方

向幅、すなわち、絞 り部 2 0 と斜面部 2 2 の周方向の幅の和 （c + d ) を 1

0 0 と して、 5 ~ 2 0 とするのが好 ま しい。 また、絞 り部 2 0 の深 さ e 、 す

なわち、絞 り部 2 0 と斜面部 2 2 との境界点の軸方向の減退量は、凹部 6 の

最深部の深 さ h (軸方向の減退量）を 1 0 0 と して、 0 を超 え 2 0 % 以下 と

するのが好 ま しい。

凹部 6 の数 （1 本のシール リングの片側の側面 に形成 される凹部の数）は

、 シール リングのサイズによるが、外径 （呼び径）が 2 0 ~ 7 0 m m程度の

シール リングでは、 4 個 〜 1 6 個 が好 ま しく、 6 ィ固〜 1 0 個 がよ り好 ま しい

。凹部 6 の周方向幅は、 フ リクシ ョン低減効果 に大 きな影響 を及ぼす因子で



あ り、周方向幅の小さい凹部 6 を多数形成するよ り、周方向幅の大 きい凹部

6 を形成する方が顕著なフ リクシ ョン低減効果が認め られる。凹部 6 の 1個 あ

た りの周方向幅 a は、 シール リングの外周長 さを 1 0 0 と して、 3 ~ 2 5 で

あるのが好 ま しく、 5 ~ 1 5 であるのがよ り好 ま しい。 また、凹部 6 の 1 個

あた りの周方向幅 a は、柱部 7 の 1 個 あた りの周方向幅 f の 5 ~ 2 0 倍 とす

るのが好 ま しい。

本発明の効果は、凹部 6 をシ一ル リングの接触側面 に形成することによ り

得 られる。 しか し、本形態の凹部 6 形状 は、周方向中央 に対 して両側が対称

形状であるため、作業性 を考慮すると、 シール リングの接触側面及び受圧側

面の両方 に凹部 6 を設 け、両側面 とも対称で方向性のない構成 とするのが好

ま しい。

図 4 ( A ) 及び （B ) には、凹部 6 の内周端 に内壁 8 を設 けた本発明のシ

—ル リングの別の形態 を示す。図 4 ( A ) の形態では、 内壁 8 は、 内周端部

に沿 って、凹部 6 の周方向の両端か ら凹部 6 の中央 に向か って延び、凹部 6

の中央 には内周面 1 2 に向か って開口する油導入孔 1 0 が備 え られている。

凹部 6 の内周側 （端部）に内壁 8 を設 けることによ り、絞 り込 まれた油の楔

斜面 （絞 り部）か ら内周面 1 2 への流れが抑制 され、楔断面の深 さと円周方

向の三次元での絞 り効果 によ り、 さ らに大 きな揚力が作用する。 このため、

柱部 に油膜が形成 され、柱部が浮 き上がると同時に、凹部 6 の外周側 に位置

する環状のシール面への油の介在が促進 され、摩擦係数が低減する。 また、

接触側面の凹部 6 に油圧が作用 し、押 し付 け荷重が低減する。 これ らの相乗

効果 によ り、 フ リクシ ョンがさ らに低減する。本発明のシール リングでは、

柱部 7 と凹部 6 が緩やかな傾斜 となる R形状で結 ばれているため、 内壁 8 を

設 けることによ り絞 り効果が著 しく向上 し、揚力が増加 して、 フ リクシ ョン

がさ らに低減する。本形態のように内壁 8 を凹部 6 の両端、すなわち油導入

口 1 0 の両側 に形成する場合 には、一方の内壁 8 の周方向長 さは、 1 個 の凹

部 6 の周方向長 さを 1 0 0 と して、 2 0 ~ 4 5 とするのが好 ま しく、両側の

内壁 8 を合わせた長 さは、凹部 6 全体の周方向長 さを 1 0 0 と して、 4 0 ~



9 0 とするのが好 ま しい。 この範囲では、 よ り優れた楔形状効果が得 られ、

フ リクシ ョンがさ らに低減する。

本発明の効果は、凹部 6 をシ一ル リングの接触側面 に形成することによ り

得 られる。 しか し、本形態の凹部 6 形状 は、周方向中央 に対 して両側が対称

形状であるため、作業性 を考慮すると、 シール リングの接触側面及び受圧側

面の両方 に凹部 6 を設 け、両側面 とも対称で方向性のない構成 とするのが好

ま しい。

図 4 ( A ) では、 内壁 8 を凹部 6 の両端 に設 けているが、図 4 ( B ) に示

すように回転方向反対側の傾斜面 （絞 り部 2 0 ) の端部 にのみ内壁 8 を設 け

ることもで きる。本構成では、 シール リングが右回転することによ り、回転

方向反対側 （左側）の絞 り部 2 0 先端 に油が絞 り込 まれ、揚力が発生する （

楔形状効果）。 このように楔形状効果は回転方向反対側の絞 り部 2 0 で発生

し、一方、回転方向側では、斜面の油膜が形成 されに くく、潤滑状態が阻害

される傾向にあるため、回転方向反対側 にのみ内壁 8 を設 けた本形態では、

フ リクシ ョンがさ らに低減する。

ここで、回転方向反対側のみに内壁 を設 けた場合、 内壁 8 の周方向長 さは

、凹部全体の周方向長 さを 1 0 0 と して、 5 ~ 9 5 とするのが好 ま しく、 5

0 9 5 とするのがよ り好 ま しい。 この範囲では、 よ り優れた楔形状効果が

得 られ、 フ リクシ ョンがさ らに低減する。

図 4 ( C ) には、図 4 ( A ) のシール リングの接触側面のスキャン画像 を

示す。 ここで、 内壁 8 は、凹部 6 端部か ら約 4 m m の個所か ら凹部先端 に向

か って径方向幅が大 きくなるように、すなわち、凹部の径方向幅が小さ くな

るように傾斜角度 4 ° で傾斜 している。 また、凹部 6 の外周側のシール面は

、凹部 6 の先端部 に向か って、径方向幅が大 きくなるように、すなわち、凹

部 6 の径方向幅が小さ くなるように傾斜角度 3 ° で傾斜 している。 このよう

に先端部 に向か って径方向幅が小さ くな り、 さ らに軸方向幅が小さ く （深 さ

が浅 く）なる先細 り形状の凹部 6 を有する本形態のシール リングでは、三次

元の絞 り効果がさ らに向上する。 このため、揚力が増加 し、 フ リクシ ョンが



さ らに低減する。なお、本形態では、凹部 6 の先端 は曲面で形成 されている

図 4 ( A ) 及び （B ) では、 内壁 8 の軸方向の高さは、側面の高さとほぼ

等 しく設定され、すなわち、 内壁 8 の先端面 と、凹部 6 が形成 されていない

側面 とが同一平面 となるように設定されている。 そ して、 内壁 8 を周方向に

不連続 に配置することによ り、図 4 ( A ) では、 内壁 8 、 8 間に、図 4 ( B

) では、 内壁 8 と柱部 7 との間に、 内周面 1 2 に向か って開口する油導入孔

1 0 が形成 されている。 しか し、油導入孔 1 0 の構成 は、 これに限定されず

、例 えば、凹部 6 の周方向全域 にわた って内壁 8 を形成 し、 内壁 8 の軸方向

の高さを部分的にシール リング側面 よ り低 くなるように設計することによ り

、油導入孔 1 0 を形成することもで きる。

[001 3] 本発明のシール リングは、装着性 を考慮 して合 口を設 けるが、合 口形状 は

特 に限定されず、直角 （ス トレー ト）合 口、斜め （アングル）合 口、段付 き

(ステ ップ）合 口の他、 ダプル アングル合 口、 ダプル カッ ト合 口、及び図 5

に示す 卜リプルステ ップ合 口等 を採用することがで きる。合 口隙間部への油

の流通 を遮断 し、 シール性 を向上 させるためには、 ダブル アングル合 口、 ダ

プル 力ッ 卜合 口、及び 卜リプルステ ツプ合 口が好 ま しい。

[0014] 本発明のシール リングの材料は、特 に限定されず、ポ リエーテルエーテル

ケ トン（P E E K )、 ポ リフエ二 レンサル フアイ ド（P P S )、 ポ リイミ ド（P I

) 等の他、ポ リテ トラフル才 ロエチ レン （P T F E ) 、変性ポ リテ トラフル才

口エチ レン、エチ レンテ トラフル才 ロエチ レン （E T F E ) 等のフッ素系樹

脂等が用い られる。一般 に、 これ らの樹脂 に力一ボ ン粉末や力一ボ ン繊維等

の添加剤 を充填 した材料が用い られる。

本発明のシール リングの製造方法は、特 に限定されないが、 シール リング

材料 と して、 P E E K 、 P P S 、 P I 等の熱可塑性樹脂 を用いる場合は、射

出成形で製造するのが好 ま しい。射出成形用金型 を用いることによ り、複雑

な構造 を有するシール リングも容易に製造で きる。 また、 フッ素樹脂 を用い

る場合 には、圧縮成型後、機械加工することによ り製造することがで きる。



実施例

[001 5] 本 発 明 を以下の実施例 によ りさ らに詳細 に説 明す るが、本発 明は これ らの

例 に限定 され るものではない。

(実施例 1 )

力一ボ ン繊維 を添加 した P E E K 材 を用 いて、射 出成形 によ り、 図 3 ( A

) に示 す構造 の凹部形状 を有 す るシール リングを作製 した。 ここで、絞 り部

の曲率 を R 4 0 と して、最深部 の深 さ 0 . 2 2 m m、周方 向幅 2 4 m m の凹

部 を接触側面及び受圧側面 それ ぞれ に 8 個形成 した。 シール リングの外径 （

呼び径 ） は 6 7 m m、厚 み （径方 向幅） は 2 . 3 m m、幅 （軸方 向幅） は 2

. 3 2 m m と し、合 口は図 5 に示 す トリプル ステ ップ合 口と した。 なお、最

深部 の深 さは、 シール リングの軸方 向幅 を 1 0 0 と して 9 . 5 で、最深部 の

周方 向の幅 は、 1 個 の凹部 の周方 向長 さを 1 0 0 と して 1 6 . 9 であ り、絞

り部 の R 曲面 の ダ レ長 さは、絞 り部 と斜面部 の周方 向幅 の和 を 1 0 0 と して

1 3 . 9 で、絞 り部 の深 さは、 凹部 の最深部 の深 さを 1 0 0 と して 1 5 . 0

であ った。

[001 6] (比較例 1 )

力一ボ ン繊維 を添加 した P E E K 材 を用 いて、射 出成形 によ り、 図 2 ( B

) に示 す構造 の凹部形状 を有 す るシール リングを作製 した。 ここで、 凹部 の

斜面角度 は 1 6 ° 、最深傾斜部 5 2 の深 さ h は、 0 . 4 2 m m と し、接触

側面及び受圧側面 それ ぞれ に 8 個 の凹部 を形成 した。 なお、 シール リングの

外径 （呼び径 ） は 6 7 m m、厚 み （径方 向幅） は 2 . 3 m m 幅 （軸方 向幅

) は 2 . 3 2 m m と し、合 口は、 図 5 に示 す トリプル ステ ップ合 口と した。

[001 7] (比較例 2 )

力一ボ ン繊維 を添加 した P E E K 材 を用 いて、射 出成形 によ り、外周側 か

ら内周側 に向かい軸方 向幅 が小 さ くな るよ うに両側面 を傾斜角度 5 度 で傾斜

させた断面台形 のシール リングを作製 した。 なお、 シール リングの外径 （呼

び径 ） は 6 7 m m、厚 み （径方 向幅） は 2 . 3 m m、幅 （軸方 向幅） は 2 .

3 2 m m と し、合 口は図 5 に示 す トリプル ステ ップ合 口と した。



[001 8 ] ( フ リクシ ョン、及び油漏れ量の測定）

実施例 1 及び比較例 1 、 2 のシール リングを、図 6 に示すように、油圧回

路 を設けた固定軸 （S 4 5 C 製）の外周面に形成 された軸溝 に装着 し、試験

装置に設置 した。次に、ハ ウジング （S 4 5 C 製）を装着 し、回転数 2 0 0

0 r p m で回転 させ、試験装置に取付けた トル ク検出器か ら回転 トル ク 口

スを検出 した。 また同時に油の漏れ量を測定 した。なお、 ここで、油は才一

卜マ チ ック トラ ンス ミ ッシ ョンフル ー ド （A T F ) を用い、油温 8 0 °C、油

圧 0 . 8 M P a と した。

[001 9] 実施例 1 のシール リングは、比較例 1 のシール リングに比べ、 フ リクシ ョ

ンが 1 0 % 以上低減 した。 これは、実施例 1 のシール リングでは、凹部の周

方向の両側の端部 を柱部 に向かって凸状の曲面か らなる絞 り部で構成 したた

め、油の絞 り込みにより発生する揚力が増加 したため と考 え られる。

また、実施例 1 のシール リングの油漏れ量は、比較例 1 と同様、比較例 2

の油漏れ量の 2 / 3 程度 に低減 してお り、本発明のシール リングは、優れた

リーク特性 も有することが確認された。

[0020] (実施例 2 ~ 5 )

実施例 1 と同様 に、 力一ボン繊維 を添加 した P E E K 材 を用いて、射出成

形 により、図 3 ( A ) に示す構造の凹部形状 を有するシール リングを作製 し

た。 ここで、絞 り部の曲率 を変えて、最深部の深さ h が、それぞれ 0 . 0 3

m m (実施例 2 ) 、 0 . 0 8 m m (実施例 3 ) 0 . m m (実施例 4 )

、及び 0 . 4 1 m m m (実施例 5 ) となるように した。なお、シール リング

の外径 （呼び径）は 6 7 m m、厚み （径方向幅）は 2 . 3 m m、幅 （軸方向

幅）は 2 . 3 2 m m と し、合 口は、図 5 に示す トリプルステ ップ合 口と した

。それぞれの実施例の最深部の深さは、シール リングの軸方向幅を 1 0 0 と

して 1 . 3 (実施例 2 ) 、 3 . 4 (実施例 3 ) 、 5 . 2 (実施例 4 ) 、及び

7 . 7 (実施例 5 ) であ った。得 られたシール リングのフ リクシ ョン及び

油漏れ量を実施例 1 と同様 に測定 した。

[0021 ] 実施例 1 ~ 5 のシール リングの最深部の深さ h とフ リクシ ョンとの関係 を



プロットした結果を図 7 に示す （譬）。ここで、縦軸は、比較例 1 のシール

リングのフリクシヨンを 1 0 0 として相対値で表 した。また、横軸は、シ一

ル リングの最深部の深さ h をシ一ル リングの軸方向幅を 1 0 0 として相対値

で表 した。

凹部の周方向両側の端部を柱部に向かって凸状の曲面からなる絞 り部で構

成 した本発明の実施例では、従来の凹部形状に比べ、フリクションが低減す

ることが確認された。特に、シール リングの軸方向幅を 1 0 0 として、最深

部の深さ h が 2 ~ 1 7 の範囲でフリクションが低減 し、 5 ~ 1 0 の範囲でさ

らに低減 した。

—方、実施例 1 ~ 5 のシール リングの油漏れ量は、フリクションの低減と

反比例 して僅かに増加する傾向が認められたが、比較例 1 と同様、比較例 2

の油漏れ量の 2 / 3 程度であり、本発明のシ一ル リングは優れたシール特性

も有することがわかった。

[0022] (実施例 6 ~ 1 0 )

力一ボン繊維を添加 した P E E K材を用いて、射出成形により、図4 ( A

) に示す構造の凹部形状を有するシール リングを作製 した。それぞれの凹部

の両端から中央に向かって内周端に沿って、幅 0 . 3 m m、周方向長さが片

側 1 O m mの内壁を設け、中央に周方向長さ4 m mの油導入孔を形成 した。

ここで、絞 り部の曲率を変えて、最深部の深さ h が、それぞれ 0 . 0 3 m m

(実施例 6 ) 、 0 . 0 8 m m (実施例 7 ) 0 . m m (実施例 8 ) 、 0

. m m (実施例 9 ) 及び 0 . 4 1 m m m (実施例 1 0 ) のシール リング

を作製 した。なお、シール リングの外径 （呼び径） 6 7 m m、厚み （径方向

幅）は、 2 . 3 m m、幅 （軸方向幅）は、 2 . 3 2 m m とし、合口は、図 5

に示す 卜リプルステップ合口とした。それぞれのシ一ル リングのフリクショ

ン及び油漏れ量を実施例 1 と同様に測定 した。

[0023] 実施例 6 〜 0 のシール リングのフリクションを測定 した結果を図 7 に示

す （國）。ここで、縦軸は、比較例 1 のシール リングのフリクションを 1 0

0 として相対値で表 した。また、横軸は、それぞれシール リングの最深部の



深さ h をシ一ル リングの軸方向幅を 1 0 0 として相対値で表 した。図 7 より

、本発明のシール リングに内壁を設けることにより、フリクションがさらに

低減することがわかった。これは、凹部の端部が柱部に向かって凸状の曲面

で構成され、柱部と凹部が緩やかな傾斜角度で連結されている本発明のシ一

ル リングでは、内壁を設けることにより、油がより効果的に凹部の先端に絞

り込まれ、揚力が増加 し、柱部に油膜が形成されやすくなり、シール面が潤

滑化され、摩擦係数が低減 したためと考えられる。

[0024] (実施例 4 )

図4 ( B ) に示すように回転方向反対側にのみ周方向長さがそれぞれ、 1

4 . 4 m m (実施例 1 1 ) 、 1 0 m m (実施例 1 2 ) 、 6 . 6 m m (実施例

1 3 ) 、 3 . 3 m m (実施例 1 4 ) の内壁を設けた以外、実施例 1 と同様の

構成のシール リングを作製 した。なお、ここで凹部の周方向長さは、 2 4 m

mであるので、実施例 1 1、 1 2 、 3 及び 1 4 の内壁の周方向長さは、そ

れぞれ凹部の周方向長さの 6 0 %、 4 2 %、 2 8 %及び 1 4 % に相当する。

それぞれのシ一ル リングのフリクション及び油漏れ量を実施例 1 と同様に測

定 した。

[0025] 実施例 1 1 ~ 1 4 のシール リングの内壁の長さとフリクションの関係をプ

ロットした結果を図 8 に示す。ここで、内壁の長さは凹部の周方向長さを 1

0 0 として、それぞれの内壁の長さを相対値で表 し、フリクションは内壁の

ない実施例 1 のフリクションを 1 0 0 として、それぞれのフリクションを相

対値で表 した。また、凹部の両側に内壁を設けた実施例 9 の値も同様に図 8

に示す （國）。 内壁のない実施例 1 に比べ、両側に内壁を設けた実施例 9 及

び片側 （回転方向反対側）にのみ内壁を設けた実施例 1 1 ~ 1 4 のいずれに

おいてもフリクション低減効果が認められた。ここで、凹部の両側に内壁を

設けた実施例 9 に比べ、回転方向反対側にのみ内壁を設けた実施例 1 1 ~ 1

4 では、さらにフリクションが低減することが確認された。

これは、楔形状により作用する揚力が大きい回転方向反対側にのみ内壁を

設け、楔形状により作用する揚力が小さく、斜面の油膜が形成されにくく、



潤滑状態 を阻害する傾向にある回転方向側 に内壁 を設 けないことによ り、 シ

—ル面が潤滑化 されたため と考 え られる。 内壁 を回転方向反対側 にのみ設 け

た場合、凹部の周方向長 さを 1 0 0 と して、 内壁の周方向長 さを、 5 ~ 9 5

、好 ま しくは、 5 0 ~ 9 5 とすることによ り、 よ り優れたフ リクシ ョン低減

効果が得 られることがわか つた。

通常は、 キャンセル面積が大 きいほど、すなわち、油圧の作用する面積が

大 きいほど、反圧 と して押 し返す力が大 きくなるため、受圧荷重が低減 され

フ リクシ ョンは低減する。 しか し、本発明のシール リングでは、 内壁 を長 く

する、すなわち、 キャンセル面積 を小さ くすることによ り、 よ り優れたフ リ

クシ ヨン低減効果が認め られた。 これは、 内壁 を設置 した ことによ り、 内周

面への油の流出が抑 え られ、油が絞 り部の傾斜面 に効率的に導かれることに

起因すると考 え られる。 そのため、 シール リングが回転すると、 よ り大 きな

揚力が作用 し、柱部 に油膜が形成 されやす くなる。 この柱部の油膜形成 によ

り、 シール リングの内周側が浮 き上が り、凹部の外周側 に位置する環状のシ

ール面への油の介在 も促進 され、摺動面が流体潤滑 に移行 しやす くな り、摩

擦係数が減少 し、大 きなフ リクシ ョン低減効果が得 られた と考 え られる。す

なわち、本発明のシ一ル リングのフ リクシ ョン低減効果は、押 し付 け荷重の

低減 よ り、摺動面の潤滑化 による摩擦係数の低減 に大 きく依存 していると考

え られる。 このように、 よ り小さいキャンセル面積でフ リクシ ョンを低減で

きる本発明のシール リングでは、 キャンセル面積 に大 きく依存 した従来のシ

—ル リングよ り、限界特性 を向上 させた り、摩耗量 を低減 させることが可能

となる。

符号の説明

シール リング

2 軸 （シャフ 卜）

3 油圧通路

4 軸溝

5 ハ ウジング



凹部 （ボケ ッ 卜）

柱部

内壁

油導入孔

受圧側面

内周面

接触側面

絞 り部

最深部

斜面部

最深傾斜部

収束部

揚力

キャンセル圧



請求の範囲

軸の外周面 に形成 された軸溝 に装着 されるシ一ル リングであ って、

少な くとも前記シール リングの接触側面の内周側 に、柱部 を介 して周

方向に離間 した複数の凹部が形成 され、前記凹部の周方向両側の端部

は、柱部 に向か って凸状の曲面か らなる絞 り部で構成 されていること

を特徴 とするシ一ル リング。

前記凹部の軸方向幅の最 も大 きい最深部の深 さ h が、 シール リング

の軸方向幅 を 1 0 0 と して、 2 ~ 1 7 であることを特徴 とする請求項

に記載のシ一ル リング。

前記凹部 1 個 の周方向幅が、 シ一ル リングの外周長 さを 1 0 0 と し

て、 3 ~ 2 5 であることを特徴 とする請求項 1 又 は 2 に記載のシール

リング。

前記シ一ル リングの軸溝 と接触する側面 に形成 される凹部の数が、

4 6 個 であることを特徴 とする請求項 1 ~ 3 のいずれかに記載の

シ一ル リング。

前記凹部の回転方向反対側の内周側 に内壁 を設 けた ことを特徴 とす

る請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載のシ一ル リング。
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